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解説

リチウム鉛液滴からの水素同位体の回収
Hydrogen Isotope Recovery from Li-Pb Droplets

興 野 文 人
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京都大学　エネルギー理工学研究所
（原稿受付：2022年9月26日）

核融合炉に於いて液体金属方式ブランケットループの作動流体候補の一つである液体リチウム鉛からのトリ
チム回収に関連する過去の研究，京都大学エネルギー理工学研究所で提唱している液滴回収方式に関する理論と
原理検証，及び核融合科学研究所にて実施している連続検証試験について現在までの研究結果を記載した．また
その間に得られた知見を基にリチウム鉛を使用する装置設計に際しての注意点を記述した．
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1 ．はじめに
核融合炉の研究開発に於いては国際熱核融合実験炉（以

下 ITER と記述）の製造が進展しており2035年頃から本
格的な実験が開始される予定である．また ITER の次
の核融合炉 Demonstration Fusion Power Plant（以下
DEMO と記述）に関する調査研究が世界的に推進されて
いる．DEMO に於いては実用発電を見据えた厳しい要求
仕様が検討されており，核融合反応の燃料であり炉内で
生成されるトリチウム（以下 T と記述）に関しても安全
性の観点から回収率80% 以上が必要とされる．この条件
を満たすため幾つかの生成と回収に関する方式が現在研
究されている．本稿では方式の一つである液体リチウム
鉛（以下 LiPb と記述）を使用した T 回収に関連する過去
の研究，京都大学エネルギー理工学研究所（以下 IAE と
記述）で提唱している LiPb 液滴回収方式（以下 VST と
記述）に関する理論と原理検証，及び核融合科学研究所（以
下 NIFS と記述）にて実施している連続検証試験につい
て現在までの研究結果を記載した．またその間に得られ
た知見を基に LiPb を使用する装置設計に際しての注意点
を記述した．なお，本文中で用いた定義式や呼称に関し
ては本稿内限定であることに御留意ください．また以下
の文章では H，D，T をそれぞれ水素，重水素，三重水素
の原子及び分子の略，Q を水素同位体全般の原子及び分
子の略称として記述します．
1．1　LiPb からの T回収に関する歴史的経緯

LiPb は T 平衡圧が低く真空中での直接回収が可能であ
り回収装置がシンプル，融点が235℃と低い，また T 生成
により減量する Li の補給が容易，等を兼ね備える有望な
液体金属材料として ’80-’90代に Plute 他により積極的に
研究された［1-4］．しかし抽出能率に最も影響する物質移

動係数に関して報告者間での乖離が大きいこと，推定し
た実用規模の抽出装置の寸法が数十メートル［1，2］と非現
実的であった為“有望な方式ではあるが解決すべき課題
が多い”とされた［5］．これらは静的拡散係数に基づいて
理論推定したことに起因すると考えられる．T 抽出に関係
する物性値である静的拡散係数 D, ジーベルツ定数 Ks，再
結合係数 kr 他に関しては ’90年代以降の研究が文献［6］に
良く総括されており有用である．LiPb からの T 回収に関
する研究は2022年現在では主に下記の 3 方式が実施され
ている．

Gas Liquid Contactor（GLC）；最も先行しており CEA
（仏）の Alpy らのグループが Sulzer 社製の Structured 
Packing MellaPak 750Y を使用したガス対流方式で試験
を行った［7，8］．その後 ENEA（伊）に継承され実用化の
試験が継続しており15－44% の抽出率が報告されている

［9，10］．既存の工業製品を使用する技術リスクの少ない
方式であるが対流ガスを使用する為 T 抽出には分離工程
が必要となる．ITER に於いて LiPb 仕様の抽出方式とし
て Conceptual Design Review（CDR）で検討された［11］．
現在は EU-DEMO 用 LiPb 仕様の抽出方式として研究さ
れている．二層流間の拡散原理を応用している為，高能
率な抽出には限界がある．DEMO 炉を見据えた抽出率を
得るにはカスケード化が必要であり装置の全体規模が問
題となる可能性がある［12］．

Permeation Against Vacuum（PAV）；乱流下での物質
移動係数の増大を利用して LiPb を高速流動させ溶解して
いる T を管壁から透過回収する方式である．CIEMAT（西）
及び ENEA で研究されている．配管をスパイラル形状と
して接触面積を拡大させ透過の能率を上げる，水素透過
材料の溶接強度向上等の工夫がなされている．現在は実
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験装置を製作中の段階であるが［13］数値解析では 0.1 m/s
の流速では80% 程の回収率も可能と報告されているが実
測は未確認である［14］．大流量への対応が容易であり想
定通り実現できれば EU-DEMO 炉に適した抽出法と考
えられ研究が積極的に推進されている．2022年度開催の
32nd Symposium on Fusion Technology （SOFT2022）に
も最新状況が報告されている［15，16］．

Vacuum Sieve Tray（以下 VST と記述）；T を含有し
た LiPb を真空中で液滴化して落下させ，その間に放出さ
れた T を直接回収する方式．カウンターガスを使用しな
い為，T 分離工程が不要でシンプル，液滴の球体振動によ
る移流拡散により高能率な T 回収が可能，常時新鮮な液
滴からの放出で回収率の時間劣化が無い，等のメリット
がある．一方で必要流量を確保する為，多数のノズル配
置が必要となり DEMO 炉に対応する為には装置のコンパ
クト化が課題となる．2010年以来 IAE を中心に研究され
ており 2 章以降に今日までの研究状況を記述する．
1．2　DEMO炉への適応と課題

ITER が 製 造 の 段 階 に 進 み つ つ あ る こ と を う け て
DEMO のブランケット構造と T 回収が現在議論されて
いる．EU DEMO に関しては 4 方式のブランケットが当
初検討され内 3 種が LiPb を使用する液体方式であった

［17，18］，現在は Helium Cooled Pebble Bed （HCPB）と
Water Cooled Lithium Lead （WCLL）が検討されている

［19］．運転条件も ITER とは桁違いに厳しく生成された
T の透過放出に対しても安全規制の順守と高い技術成熟
度が求められる．インヴェントリー及び透過の観点から
WCLL に於いては T 回収率80% 以上が必要とされている

［20］．現在研究されている 3 方式は，いずれも条件を満
足しておらず問題点を克服する研究開発が現在進められ
ている．
1．3　リチウムハイドライドの生成に関して

ブランケットで LiPb 中に生成された Q はリチウムハ
イドライド LiQ を生成しガス単体として回収できない
のではとの懸念が提起される．図 1に Li と LiH の低濃
度域での状態図を示す［21，22］．温度300℃～400域では
濃度比約 1 % 程度が β 相 LiQ 生成限界となる．核融合
ブランケットで通常使用される LiPb 中の Q 濃度比は
10－6～10－8 at.fr と想定されており LiQ は生成されず Q
はガスとして回収可能であり実験により確認されている．

2 ．VST 方式の原理
IAE 及び NIFS にて研究及び試験が実施されてきた

VST 方式回収装置について，その原理及び試験状況につ
いて記述する．図 2  に液体 LiPb ブランケットループの
構成図を示す．ブランケット中で主に 6Li＋n → T＋α 反
応により生成された T は液体 LiPb に溶解し外部に移流さ
れトリチウム回収装置（TES）にて一定率 ϕ（ϕ< 1 ）回
収される．残留した T は LiPb と共にブランケットへ還
流される．LiPb ブランケットループ中での T インベント
リー平衡値は概略 ϕ に反比例する．したがって ϕ の高能
率化（ 1 に近づける）がインベントリー低減のキーとなる．

LiPb ブランケットでは T と併せて熱回収（HEX）するこ
とも原理的に可能であり IAE ではその研究も実施してい
るが，本稿では記述対象外とする［23］．

円柱ノズルによるガス中での液滴生成は過去に多数の
研究がなされ，ノズルからの放出流速 U と液滴生成形状
には図 3に示す関係があり式（ 1 ）として定式化されてい
る［24］．式中 ρ，U，a，σ はそれぞれ LiPb 密度［kgm－3］，
流速［ms－1］，ノズル半径［m］，表面張力［Nm－1］, 添え字
1 ，2 は液体及び周辺気体を表す．

図 1　Li及び LiH二元系状態図［21，22］より転写．

図 2　液体 LiPb使用ブランケットループﾟ構成図．
	 ブランケット中で主に6Li+n→ T+α反応により生成された

Tは液体 LiPbに溶解し外部に移流され TESにて一定率 ϕ
回収される．TESの ϕの高能率化（１に近づける）がイン
ベントリー低減のキーとなる．一部の LiPbブランケット
方式では Tと併せ熱回収（HEX）も実施する［23］．
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　＝9.02
  （ 1 ）
Z＝We1

0.5 /Re1　T＝ZWe2
0.5　We1＝ρ1U 2a /σ

We2＝ρ2U 2a /σ Re1＝Ua /ν

VST は真空中で領域 A-B（Rayleigh 領域）にて生成さ
れる一定粒径液滴を使用する．We2＝0 ，Z≅0 となる真
空条件下では式（ 1 ）は式（ 2 ）に簡略化され液滴半径と
して式（ 3 ）が得られる．真空中では液滴径は表面張力，
密度等に関係なくノズル径のみで決定されるシンプルな
関係となる．なお真空中に於いては ρ2＝0 であり式（ 1 ）
からわかる様に領域 C-D（微細液滴）を生成するのは困
難であり別の手法が必要となる．

　 ≅9.02 （ 2 ）

r＝（　 9.02）［　］
a＝1.89a （ 3 ）

図 4に真空中で生成された液滴が落下する状況を捉え
た高速写真を示す．また図 5に各種ノズル径に対して生
成された液滴径を H2O 及び LiPb について測定した値
を示す．先に式（ 3 ）に示した理論式に良く整合し液滴径
は密度や表面張力に依存しないことを示している［25］． 
参 考 値 は ρH2O＝1.0×103 kgm－3 ρLiPb＝9.7×103 kgm－3  
σH2O ＝0.07 Nm－1 σLiPb ＝0.45 Nm－1［6］である．


a

（1＋0.45Z 0.5）（1＋0.4T 0.7）
（1＋0.87We 2

1.67）0.6
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3 ．トリチウム回収
LiPb ブランケットループに於いて T の単位時間回収量

はマスフラックス式の流動項［26］より式（ 4 ）で記述され
る．ここに ϕ，A，v T，c，Q T はそれぞれ，T 放出能率（回
収率）［無次元］（以下TEEと記述），LiPb移流断面積［m2］，
T 移流速度［ms－1］，T 濃度［mol m－3］，T 移流能力［m3s－1］

（以下 TFC と記述）を表す．以下に各項目の詳細を記述
する．

ϕ（Av T）c＝ϕ（Q T）c （ 4 ）

図 3　流速 Uとガス中での液滴生成形態．横軸 Uの低速側 A-B
では一定径の大径液滴（Rayleighモード）が生成され，
高速側 C-Dでは分布を持つ小径液滴（Taylorモード）が
生成される［24］．

図 4　落下中 LiPb液滴の高速撮影．液滴は落下中に球体振動し
内部流動により溶解している Qの放出を促進する．ノズ
ル径 0.6mm，400℃，1コマ約1ms．

図 5 	 ノズル径と液滴径の関係．▲は H2O，●は LiPbでの結果
を示す．横軸はノズル径，縦軸は液滴径．Rayleighモー
ドでは液滴径は密度や表面張力に依存せずノズル径のみで
決定される．
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単粒液滴からの TEE は球体の拡散式より時間 t の間に
球体から放出される量 M（t）と総放出量 M（∞）との比で
表され式（ 5 ）となる［27］．落下中の球体は球体振動によ
り内部に流動が発生する為，E には静的拡散係数ではな
く移流拡散係数が該当する．r 0 は液滴球の半径［m］.

ϕ＝　　　 ＝1－　　　　  Exp（1－En 2π 2 t/r0
2） （ 5 ）

図 4に示した落下液滴を使用し LiPb 中に溶解させた D
（実験は D で T を模擬した）の放出能力を 4 種のノズル径
（0.4, 0.6, 0.8, 1.0mm）を使って測定した．落下中 LiPb 液
滴から放出される D フラックスを式（ 5 ）を使い E に変換
した測定結果を図 6に示す．◆◆ 印で落下中の LiPb 液滴か
ら放出された E［28］，〇印で Reiter の先行研究［29］から
得られた静的拡散係数をプロットした．液滴から放出さ
れる E は静的な拡散係数に対し 2 桁程大きい値を示した．
また静的な測定結果と異なり温度に依存せず放出が拡散
とは異なるメカニズムで駆動されていることを示している．
図 4に示す様に落下中の液滴を高速カメラで観察すると
球体振動が観察された．これに依る変形が液滴内に溶解
している D の流動を喚起し放出を増大させることが判明
した［30］．先に説明した E 値を使い単粒液滴からの TEE
をシミュレーションしたものを図 7に示す［31］．実際の
回収装置に於いては LiPb 流量に対応する為，多数のノズ
ルから同時に液滴を落下させる必要がある．その際には

M（t）
M（∞）

6
π 2

∞

∑
n＝1

1
n 2

放出された T が隣接する液滴に吸収干渉され総合的な回
収能率が低下する懸念がある．入射した粒子の表面滞留
時間は液滴落下時間に比して何桁も短い為その懸念は少
ないと考えられるが今後の検証課題のひとつである［32］．

4 ．液体金属試験ループによる連続機能検証
IAE で の 単 体 試 験 装 置 に よ る 原 理 検 証（proof-of-

principle）結果を踏まえブランケットループを模擬した
LiPb 流動場に於ける連続運転条件での T 移流挙動，TEE
計測，及び T 放出安定性の検証を実施した．試験は NIFS
に設置されている液体金属連続試験ループ（Oroshhi-2）
に実験装置を組み込んで実施した［33，34］．
4．1　試験装置
図 8に製作した試験装置の構成図を示す．図中で記号 

｛ j ｝ は機能ユニット番号を表し，｛ 0 ｝；重水素 D2ガス，
｛ 1 ｝；D2ガス溶解装置，｛ 2 ｝；液体 LiPb，｛ 3 ｝；濃度検
出部（VST 回収前），｛ 4 ｝；流量計，｛ 5 ｝；VST，｛ 6-1 ｝；
液滴生成ノズル，｛ 6-2 ｝；LiPb 液滴，｛ 7 ｝；シャットバ
ルブ，｛ 8 ｝；濃度検出部（VST 回収後），｛ 9 ｝；循環用電
磁ポンプ（EMP）を示す．図中で記号 <k> は LiPb ルー
プに於ける流路ポイント番号を示す．また図 9の左 ; VST
試験装置全体，右上 ; VST 本体 ｛ 5 ｝，右下；D 溶解筒｛ 1 ｝
の写真を示す．LiPb 温度は 350℃，ループ循環時間はポ
ンプ吐出量 0.3 L min－1の場合約 160 min である．

試験の目的は
①　 LiPb 流動場に於ける T の移流特性を拡散理論を基

に移流項と拡散項に分離して明確化する，
②　 TEE を測定し 3 項に記した計算結果を検証する，
③　 T 放出の長時間安定性を確認する

である．
4．2　LiPb 流動場に於けるDの移流項と拡散項明確化

TFC は従来以下の方法で記述し解析されてきた．第一
は LiPb の体積流量 volumetric flow rate［m3 s－1］（注，
流速［ms－1］との混同を防ぐ為，以下記号 Q L と記述）を
TFC に等しいと仮定し式（ 6 ）に示す様に記述する．T は

図 6　液滴落下中に放出される移流拡散係数のアレニウスプロッ
ト．静的拡散係数を併せて表示．◆◆  落下 LiPb液滴からの
E値（今回の測定結果），○ 静的拡散係数 Reiter［29］，横
軸は1000/T．

図 7　落下中 LiPb液滴から放出される TEE推定値．縦軸；回収
率，横軸；液滴落下時間． 4種のノズル径（0.4,	0.6,	0.8,	
1.0mm）について計算．
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LiPb に乗って移流し拡散による移動は微小で無視できる
とする考え方である［35］他．

Q T＝Q L （ 6 ）

第二はレジデンスタイム（τi）を用いて式（ 7 ）で TFC
を表す．式中 Vi は T が通過する各装置の容積［m3］を示す．
τi は各装置固有の独立変数として定義されるが物理的な根
拠は不明確［36］他．

QTi ＝Vi / τi （ 7 ）

上記いずれの記述にても実際に数値確認がなされたの
は筆者の知る限り Fedrov の報告のみと考えられる［37］．
Fedrov による測定は実験原子炉にて実施されブランケッ
トループとは試験条件が異なった為，低い値の拡散係数
が得られた．以降拡散項は TFC に影響を与えないとされ
てきた．

測定は D を矩形波状に溶解しその濃度分布の時間変化
式（ 8 ）（ 9 ）を基に計算と実測を比較して移流拡散係数 E
を求めた［27］．得られた結果を図10に示す．実測値（図中
の□）は Taylor の理論式（10）（図中の〇）と概ね一致し層
流流動場に於いて拡散係数が増大する Taylor dispersion
理論に合致する結果が得られた［38］．図10には参考に静
的状態での D の LiPb に対する拡散係数の平均値を併せ
プロットした［6］．静的拡散係数は 10－9 m2s－1オーダーに
対し層流流動場での移流拡散係数は 10－2～10－1と約 7 桁
も拡大することを確認した．移流項に関しては短距離で
の到達時間測定より LiPb の流動と同一であることが確認
できた．この結果より LiPb 流動場（層流）に於いては拡
散項の影響は無視できず従来の記述式（ 6 ）或いは（ 7 ）で
は不十分であり移流拡散理論に沿った解析が必要である
ことが判明した．核融合炉のパルス燃焼運転等の非定常
状態に際しては T インベントリー推移の見直しが必要と
考えられる．

図 8　連続試験装置構成図．
	 {0}；重水素 D2ガス，{1}；D２ガス溶解装置，{2}；液体

LiPb，{3}；濃度検出部（VST回収前），{4}；流量計，{5}；
VST，{6-1}；液滴生成ノズル，{6-2}；LiPb液滴，{7}；シャッ
トバルブ，{8}；濃度検出部（VST回収後），{9}；循環用電
磁ポンプ（EMP）．

図 9　連続試験装置．NIFS　Oroshhi-2に設置して試験実施．左；
VST試験装置全体，右上；VST本体 {5} 断熱被覆取外し状
態，右下；D溶解筒 {1} 断熱被覆上半分取外し．

図10　移流拡散係数　測定結果．
	 □；今回の測定結果，○；Taylor	dispersion理論式によ

る計算結果．
	 ━；静的拡散係数（平均値）．
	 移流条件下（層流）では拡散係数が静的条件に比べ約 7桁

程上昇し Taylorの理論値と良く一致した．
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x i*＝x i－v f t i （ 8 ）

Rit＝　  （E, ti, x i*）＝　  erf（　　　 ）＋（　　　 ） （ 9 ）

4．3　VST方式回収装置の TEE測定
TEE の測定は当初 LiPb 中の VST 通過前と通過後 D 濃

度（図 8の｛ 3 ｝と｛ 8 ｝）を比較測定して検証する計画であっ
たが度重なる実験施設の長期閉鎖間により濃度センサー

｛ 3 ｝,｛ 8 ｝に感度不良が発生し有意な測定が実施できてい
ない．別方式による計測を2022年 4 月より実施中であり
結果が集約できしだい発表予定である．
4．4　VST方式回収装置の長時間安定性

T 回収装置の“計画外停止ゼロ”及び“回収率の長時間
安定”は実用運転時のインベントリー管理，メンテナンス効
率及び安全性に影響する重要な事項である．図11に9.5時間
連続運転中の VST 回収フラックスを時間推移で示す．時間
経過に伴い回収フラックスが微増しているのは LiPb 中の D
未回収分（1－ϕ）が循環することによるD 濃度の増加による．
同様の測定を運転時間累計 200 h 程いずれも無停止で実施
できており VST 方式の回収安定性は担保できた．

5 ．LiPb 装置設計時の注意点
液体 LiPb を使用した装置を計画する場合には通常

300℃以上で使用される（融点約235℃）ことから装置の
真空度維持（外気の流入防止），他の金属に対する腐食，
分解交換の容易性，熱膨張，及び高密度に対し事前に対
策を検討しておく必要がある．
5．1　真空度維持と分解交換の容易性

短時間使用を前提とした Proof of Principle（POP）レ
ベルの実験装置には全溶接構造が多く採用されるが，よ
り本格的な試験装置としては分解交換は不可避であり接
続箇所にシール構造が必要となる．1 /4”系配管の接続に
は Swagelok 社の VCR 接手が使用されるが1 /2”系では
LiPb 溶着により流動後の分解はかなり困難となる．ICF
規格フランジ用の Cu ガスケット，SUS-O リングに Ag
や Au をメッキしたものはいずれも LiPb との接触箇所に
は腐食漏洩により使用できない．今回の試験装置には真

Cit
C0t

1
2

h－x i*
  4Et i 

h＋x i*
  4Et i 

空（10－5 Pa 程度）の維持，LiPb 漏洩防止，及び部品交
換を意図して図12写真左に示す様にグラファイトシール
と Ag メッキ SUS-O リングを組み合わせた 2 重シール構
造をϕ50 mmからϕ250 mmまで採用した．小径側グラファ
イトで LiPb をシールし大径側 SUS-O リング（軟 Ag メッ
キ O リング＋接触面鏡面仕上げ）で真空度を維持する方
式で 10－4～10－5 Pa までの真空を380℃連続運転で維持
した．寸法を自由に設計できるのもメリットである．但
し，O リングとグラファイトシールの抑え代を均等にす
る寸法調整が必要となる．またグラファイトシールはフ
ランジへの固着防止と粉末の混入防止の為，現場ノウハ
ウであるがシールテープを巻いて使用する．シール組立
後 LiPb 循環開始時には目詰まり防止の為フラッシングを
行うことも目詰まりトラブル防止に有用となる．フラン
ジに抜ネジ用タップを加工しておくことも分解容易化の
為に必要である．
5．2　相変化による熱膨張

LiPb の体積膨張率 β は固体時 8.0×10－5 ［1 /K］に対し
融点以上の液体状態では 12.0×10－5 と不連続に拡大する

［39］．このため配管系内に LiPb が残留固化した状態で再
加熱すると局部溶融した箇所での体膨張により配管が膨
張し，最悪破断する．電縫管を使用して破損した具体例
を図12右写真に示す．停電等により LiPb が配管内に残留
固化する可能性は必ずあるとし，以下に示す様な対策を
準備しておく必要がある．配管系路に LiPb 滞留点を作ら
ない．また配管冷却時には事前に残留 LiPb を Ar ガスで
パージし配管内を空にする．管内に LiPb が残留固化して
しまった場合は下流（ダンプタンク）側から順次加熱し
て局部溶融を防止する．配管にはシームレス管を使用し
溶接管（電縫管）を使用しない．
5．3　高密度

LiPb は密度が 9.7×103 kgm－3（H2O の約10倍）と重い
為，装置及び配管支持方法に注意が必要となる．また開
閉バルブの通過流量は，Swagelok カタログ記載 Cv 値計
算式（11）にある様に同差圧での H2O 流量の約0.3倍であ
ることに留意が必要であり，ここで Q，ΔP，G は流量 L/
min， 圧力降下 MPa， 比重（H2O に対する密度比）．

Q∝C V   　 （10）

他にはポンプの吐出量等に注意が必要となる．

ΔP
G

図11　TEE　9.5h連続測定結果．VST{5} で9.5 h連続回収した D
フラックスを示す．横軸は時間軸．値が時間と共に微増し
ているのは VSTでの D未回収分（1ーϕ）が循環し D濃度
が増加することに起因しており系の不安定性とは異なる． 図12　左； 2重シール　右；電縫菅破損状況．
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5．4　腐食，蒸気圧
LiPb と他の金属との腐食に関しては SUS316に関する

古典的な報告から高温対応材に関する最新のものまで多
数の報告がなされており詳細は関連文献を参照願いたい

（［40-42］他多数）．蒸気圧も多数の文献に記載がある（［43］
他多数）．一般的に飽和蒸気圧が 10－3 Pa を超えると経路
内への蒸着が問題となり特にターボポンプ（TMP）への
直接流入を防ぐ対策が必要となる．
5．5　使用温度

LiPb に対し高温耐久性のある材料が単体試験片として
は幾つか提案されているが LiPb を使用する回路を構成
するには配管の接合，開閉用バルブ，駆動ポンプは必須
であり，総合的な観点から使用温度を設定する必要があ
る．液体金属回路に多数使用される Swagelok 社のベロー
ズシールバルブ SS-UW 両端 VCR 仕様の最高使用温度は
537℃．腐食や蒸気圧の観点からも500℃前後が LiPb 回路
の現実的な使用上限温度と考えられる．
5．6　装置耐圧

Ar ガスパージにより真空装置内にガス圧が付加される
ため，試験装置は真空規格でなく内圧容器規格で設計す
る必要がある．特に観察用ビューポートは耐圧が低い為
パージ圧遮断が必要となる．

6 ．纏め
液体 LiPb を使用した T 回収に関して過去からの経緯，

基本原理，検証及び装置設計上の注意点に関して記述し
た．基本原理の理論と検証に関してはほぼ確立できたが
連続運転による実用化検証は長期閉鎖による設備不具合
等により未だ不完全な状態にある．今後早期に設備を修
復し残項目を検証し LiPb 使用ブランケットループによる
T 回収を実用可能な方式として確立させたい．
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